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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）
（注１）

返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2015年 5 月 7 日

1,956 1,954

1.347
(注２) 2021年11月 8 日 （注７）

（注12） 無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 1,956 1,954

株式会社あおぞら銀行 590 590

株式会社新生銀行 774 774

株式会社三菱UFJ銀行 1,629 1,627

株式会社りそな銀行 1,363 1,362

株式会社福岡銀行 447 447

オリックス銀行株式会社 447 447

株式会社三井住友銀行

2015年 9 月30日

1,587 1,585

0.985
(注２) 2021年 3 月31日 （注８）

みずほ信託銀行株式会社 286 286

株式会社りそな銀行 573 572

株式会社あおぞら銀行 573 572

株式会社みずほ銀行 1,069 1,067

オリックス銀行株式会社 286 286

株式会社三菱UFJ銀行 495 495

株式会社香川銀行 2015年 9 月30日 955 － 0.670 2020年 3 月31日 （注９）

株式会社三井住友銀行

2016年 5 月 9 日

1,439 1,438

0.808
(注２) 2022年 5 月31日 （注10）

株式会社みずほ銀行 1,042 1,041

株式会社三菱UFJ銀行 893 892

株式会社新生銀行 496 496

株式会社三井住友銀行

2016年 5 月 9 日

1,439 1,438

0.858
(注２) 2022年11月30日 （注10）

株式会社みずほ銀行 1,042 1,041

株式会社三菱UFJ銀行 893 892

株式会社新生銀行 496 496

株式会社三井住友銀行

2016年 5 月24日

1,787 1,785

0.705
(注２) 2022年 5 月31日 （注11）

株式会社みずほ銀行 893 892

株式会社三菱UFJ銀行 695 694

株式会社新生銀行 595 595

株式会社あおぞら銀行 496 496

株式会社福岡銀行 496 496

株式会社西日本シティ銀行 496 496

株式会社りそな銀行 347 347
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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）
（注１）

返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2016年 5 月24日

1,787 1,785

0.750
(注２) 2022年11月30日 （注11）

（注12） 無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 893 892

株式会社三菱UFJ銀行 695 694

株式会社新生銀行 595 595

株式会社あおぞら銀行 496 496

株式会社福岡銀行 496 496

株式会社西日本シティ銀行 496 496

株式会社りそな銀行 347 347

株式会社三井住友銀行 2016年11月 2 日 1,000 1,000 0.845
(注２) 2023年10月31日 期限一括

株式会社日本政策投資銀行 2016年11月 2 日 500 500 0.675 2021年 9 月30日 期限一括

株式会社日本政策投資銀行 2016年11月 2 日 500 500 0.708 2022年 1 月31日 期限一括

株式会社三井住友銀行 2017年 5 月10日 1,100 1,100 0.852
(注２) 2024年11月11日 期限一括

株式会社みずほ銀行 2017年 5 月10日 1,000 1,000 0.852
(注２) 2024年11月11日 期限一括

株式会社新生銀行 2017年 5 月10日 900 900 0.852
(注２) 2024年11月11日 期限一括

株式会社りそな銀行 2017年 5 月10日 400 400 0.852
(注２) 2024年11月11日 期限一括

株式会社日本政策投資銀行 2017年 5 月10日 2,000 2,000 0.871 2023年 5 月10日 期限一括

株式会社三井住友銀行

2017年11月 7 日

215 215

0.761
(注２) 2023年10月31日 期限一括

株式会社みずほ銀行 340 340

株式会社三菱UFJ銀行 283 283

株式会社りそな銀行 237 237

株式会社新生銀行 135 135

株式会社福岡銀行 195 195

オリックス銀行株式会社 195 195

株式会社三井住友銀行

2017年11月 7 日

633 633

0.948
(注２) 2025年10月31日 期限一括

株式会社みずほ銀行 508 508

株式会社三菱UFJ銀行 425 425

株式会社りそな銀行 356 356

株式会社新生銀行 201 201

株式会社あおぞら銀行 257 257

株式会社三井住友銀行

2018年 4 月27日

352 352

0.990
(注２) 2026年 4 月30日 期限一括

みずほ信託銀行株式会社 1,352 1,352

株式会社あおぞら銀行 901 901

株式会社新生銀行 901 901

株式会社りそな銀行 448 448
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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）
（注１）

返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2018年 5 月 9 日

400 400

0.795
(注２) 2024年 4 月30日 期限一括

（注12） 無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 350 350

株式会社新生銀行 300 300

株式会社三菱UFJ銀行 300 300

株式会社福岡銀行 225 225

株式会社香川銀行 200 200

株式会社西日本シティ銀行 225 225

株式会社三井住友銀行

2018年 6 月15日

835 835

0.860
(注２) 2024年11月11日 期限一括

株式会社みずほ銀行 491 491

株式会社新生銀行 393 393

株式会社三菱UFJ銀行 393 393

株式会社あおぞら銀行 393 393

株式会社りそな銀行 294 294

株式会社香川銀行 147 147

株式会社三井住友銀行 2018年 9 月28日 500 500 0.641 2024年 2 月29日 期限一括

株式会社みずほ銀行 2018年 9 月28日 400 400 0.641 2024年 2 月29日 期限一括

株式会社三井住友銀行 2018年10月31日 1,000 1,000 0.962
(注２) 2026年 4 月30日 期限一括

株式会社みずほ銀行 2018年10月31日 400 400 0.721 2026年 4 月30日 期限一括

株式会社新生銀行 2018年10月31日 200 200 0.721 2026年 4 月30日 期限一括

株式会社三井住友銀行

2018年11月30日

954 954

0.975
(注２) 2026年 9 月30日 期限一括

株式会社みずほ銀行 773 773

株式会社新生銀行 483 483

株式会社あおぞら銀行 656 656

株式会社三井住友銀行
2018年12月21日

830 830 0.907
(注２) 2026年 9 月30日 期限一括

株式会社あおぞら銀行 570 570

株式会社三井住友銀行

2018年12月28日

250 250

0.850
(注２) 2026年 4 月30日 期限一括

株式会社みずほ銀行 400 400

株式会社日本政策投資銀行 400 400

株式会社三菱UFJ銀行 300 300

株式会社新生銀行 250 250

株式会社三井住友銀行 2019年 4 月26日 1,000 1,000 0.867
(注２) 2026年 9 月25日 期限一括

株式会社りそな銀行 2019年 4 月26日 1,000 1,000 0.867
(注２) 2026年 9 月25日 期限一括

株式会社福岡銀行 2019年 4 月26日 1,000 1,000 0.867
(注２) 2026年 9 月25日 期限一括
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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）

（注１）
返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2019年 7 月31日

1,239 1,239

0.822
(注２) 2027年 3 月25日 期限一括

（注12） 無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 1,074 1,074

株式会社新生銀行 743 743

株式会社あおぞら銀行 743 743

株式会社りそな銀行 743 743

オリックス銀行株式会社 413 413

株式会社香川銀行 2019年 7 月31日 413 413 0.698
(注２) 2025年 9 月25日 期限一括

株式会社三井住友銀行 2019年 9 月30日 692 692 0.726
(注２) 2026年 3 月25日 期限一括

株式会社三井住友銀行

2019年11月29日

－ 672

0.844
(注２) 2027年 9 月27日 期限一括

株式会社みずほ銀行 － 610

株式会社新生銀行 － 641

株式会社三菱UFJ銀行 － 549

株式会社三井住友銀行

2019年12月16日

－ 1,224

0.876
(注２) 2027年 9 月27日 期限一括

株式会社みずほ銀行 － 1,224

株式会社新生銀行 － 783

株式会社三菱UFJ銀行 － 783

株式会社あおぞら銀行 － 783

株式会社りそな銀行 － 587

株式会社香川銀行 2020年 3 月31日 － 955 0.664 2027年 3 月25日 期限一括

合　計 104,056 103,997

（注１） 平均利率は、日数による期中加重平均を記載しており、記載未満の桁数を切捨てにより記載しています。
（注２） 金利変動リスクを回避する目的で金利を実質固定化する金利スワップ取引を行っており、金利スワップの効果を勘案した期中加重平均利率を記載しています。
（注３） ３ヶ月毎の最終営業日に３百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高は、全額１年内返済予定の長期借入金です。
（注４） 2019年12月16日付で残額を返済しています。
（注５） 2019年11月29日付で残額を返済しています。
（注６） ３ヶ月毎の最終営業日に２百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高は、全額１年内返済予定の長期借入金です。
（注７） ３ヶ月毎の最終営業日に４百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高には、１年内返済予定の長期借入金18百万円が含まれています。
（注８） ３ヶ月毎の最終営業日に２百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高は、全額１年内返済予定の長期借入金です。
（注９） 2020年３月31日付で残額を返済しています。
（注10） ３ヶ月毎の最終営業日に１百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高には、１年内返済予定の長期借入金７百万円が含まれています。
（注11） ３ヶ月毎の最終営業日に２百万円を返済し、残額は最終返済期日に返済します。

当期末における借入金残高には、１年内返済予定の長期借入金11百万円が含まれています。
（注12） 資金使途は、不動産又は不動産信託受益権の購入資金並びに借入金の返済資金等です。
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3 投資法人債
　2020年４月30日現在における発行済投資法人債の状況は以下のとおりです。

銘柄 発行年月日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％） 償還期限 償還方法 使途 摘要

第１回無担保投資法人債 2017年
９月22日 1,200 1,200 0.900 2027年

９月22日 期限一括

（注１） 無担保
無保証

第２回無担保投資法人債 2018年
４月26日 1,000 1,000 0.900 2028年

４月26日 期限一括

第３回無担保投資法人債 2018年
11月29日 1,000 1,000 0.750 2025年

11月28日 期限一括

第４回無担保投資法人債 2019年
７月26日 1,200 1,200 0.890 2029年

７月26日 期限一括

第５回無担保投資法人債 2020年
３月26日 － 1,000 0.300 2025年

３月26日 期限一括

合　　計 4,400 5,400

（注１）資金使途は、既存借入金の返済資金及び特定資産の取得資金です。
（注２）特定投資法人債間限定同順位特約が付されております。

4 短期投資法人債
　該当事項はありません。

5 新投資口予約権
　該当事項はありません。
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期中の売買状況

1 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

不動産等の名称
取　　得 譲　　　渡

取得年月日 取得価額
（百万円）(注) 譲渡年月日 譲渡価額

（百万円）(注)
帳簿価額

（百万円）
売却損益

（百万円）

いちご中目黒ビル 2020年
４月14日 1,495 ― ― ― ―

ライオンズスクエア川口 ― ― 2020年
４月24日 2,845 2,360 398

（注）取得価額及び譲渡価額は、当該不動産等の取得又は譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された不動産等の
売買価格）を記載しています。

2 その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。なお、前記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財
産内の銀行預金です。

3 特定資産の価格等の調査

(１) 不動産等

取得又
は譲渡 不動産等の名称 取引年月日

取得価格又は
譲渡価格

（百万円）
（注１）

不動産鑑定
評価額

（百万円）
（注２）

不動産鑑定機関 価格時点

取得 いちご中目黒ビル 2020年
４月14日 1,495 1,670 株式会社谷澤総合鑑定所 2019年

12月31日

譲渡 ライオンズスクエア川口 2020年
４月24日 2,845 2,530 大和不動産鑑定株式会社 2019年

10月31日

（注１）取得価格及び譲渡価格は、当該不動産等の取得又は譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された不動産等
の売買価格）を記載しています。

（注２）上記記載の鑑定評価は、「不動産鑑定評価基準　各論第３章　証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価」を適用して行っています。

(２) その他
本投資法人が行った取引で、投信法第201条の定めにより価格等の調査が必要とされたもののうち、上記「(１) 不

動産等」に記載されている取引以外の取引については、太陽有限責任監査法人にその調査を委託しています。
2019年11月１日から2020年４月30日までの対象期間中に調査対象となった取引は、金利スワップ取引２件であ

り、当該取引については、太陽有限責任監査法人からの調査報告書を受領しています。なお、当該調査に際しては、
金利スワップ取引についての相手方の名称、通貨の種類、約定利率、取引期間その他の当該金利スワップ取引の内容
に関することについて調査を委託しています。
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4 利害関係人等との取引状況

(１) 取引状況
該当事項はありません。

(２) 支払手数料等の金額
該当事項はありません。

5 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社であるいちご投資顧問株式会社は、第二種金融商品取引業、宅地建物取引業及び不動産特定
共同事業の業務を兼業していますが、該当する取引はありません。

経理の状況

1 資産、負債、元本及び損益の状況
　後記「Ⅱ. 貸借対照表」、「Ⅲ. 損益計算書」、「Ⅳ. 投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ. 注記表」及び「Ⅵ. 金銭の分配
に係る計算書」をご参照ください。

2 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。
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その他

1 自社設定投資信託受益証券等の状況等
　本投資法人の資産運用会社が保有している本投資法人の投資口の状況は以下のとおりです。

(１) 取得等の状況
年月日 取得口数（口） 処分口数（口） 保有口数（口）

2011年11月 1 日 （注）1,200 ― 1,400

累　　計 1,400 ― 1,400

（注）2011年11月１日を効力発生日として投資口１口につき7口の割合による投資口分割を行っています。

(２) 保有等の状況
期末保有口数

（口）
期末保有総額

（千円）（注）
総発行済口数

に対する比率（％）

第20期（自 2015年 5 月 1 日　至 2015年10月31日） 1,400 117,040 0.1

第21期（自 2015年11月 1 日　至 2016年 4 月30日） 1,400 116,760 0.1

第22期（自 2016年 5 月 1 日　至 2016年10月31日） 1,400 98,980 0.1

第23期（自 2016年11月 1 日　至 2017年 4 月30日） 1,400 88,340 0.1

第24期（自 2017年 5 月 1 日　至 2017年10月31日） 1,400 103,040 0.1

第25期（自 2017年11月 1 日　至 2018年 4 月30日） 1,400 113,820 0.1

第26期（自 2018年 5 月 1 日　至 2018年10月31日） 1,400 129,640 0.1

第27期（自 2018年11月 1 日　至 2019年 4 月30日） 1,400 143,640 0.1

第28期（自 2019年 5 月 1 日　至 2019年10月31日） 1,400 155,540 0.1

第29期（自 2019年11月 1 日　至 2020年 4 月30日） 1,400 95,760 0.1

（注）期末保有総額は、期末保有口数に期末投資口価格を乗じて算出しています。

2 お知らせ

(１) 投資主総会
　　該当事項はありません。

(２) 投資法人役員会
　　該当事項はありません。

3 海外不動産保有法人に係る開示
　　該当事項はありません。

4 海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　　該当事項はありません。

5 その他
　　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しています。
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(単位：千円)

前期（ご参考）
（2019年10月31日）

当　期
（2020年 4 月30日）

資産の部
流動資産

現金及び預金  10,069,180  11,956,974
信託現金及び信託預金  13,823,470  14,364,161
営業未収入金  20,169  19,441
前払費用  416,247  423,896
その他  3,928  2,687
流動資産合計  24,332,996  26,767,161

固定資産
有形固定資産

建物 7,057,925  7,087,139
減価償却累計額 △1,641,030  △1,748,149
建物（純額） 5,416,894  5,338,990

構築物 26,177  26,472
減価償却累計額 △23,591  △23,789
構築物（純額） 2,586  2,683

機械及び装置 302,156  321,160
減価償却累計額 △155,680  △168,008
機械及び装置（純額） 146,475  153,151

工具、器具及び備品 64,379  65,713
減価償却累計額 △44,095  △46,960
工具、器具及び備品（純額） 20,283  18,753

土地 15,638,558  15,638,558
信託建物 43,755,757  43,714,666

減価償却累計額 △7,776,223  △8,348,147
信託建物（純額） 35,979,533  35,366,519

信託構築物 67,932  64,921
減価償却累計額 △31,417  △30,664
信託構築物（純額） 36,515  34,257

信託機械及び装置 606,189  657,734
減価償却累計額 △288,440  △315,095
信託機械及び装置（純額） 317,749  342,639

信託工具、器具及び備品 205,903  218,228
減価償却累計額 △125,054  △139,119
信託工具、器具及び備品（純額） 80,849  79,108

信託土地 138,279,665  137,827,799
信託建設仮勘定 4,403  4,445
有形固定資産合計 195,923,515  194,806,906

無形固定資産
信託借地権 4,494,579  4,494,579
無形固定資産合計 4,494,579  4,494,579

投資その他の資産
投資有価証券 50,654  50,654
敷金及び保証金 10,000  10,000
長期前払費用 965,315  1,042,678
その他 79,460  90,562
投資その他の資産合計 1,105,429  1,193,895

固定資産合計 201,523,524  200,495,381
繰延資産

投資法人債発行費 41,719  49,902
繰延資産合計 41,719  49,902

資産合計 225,898,240  227,312,445

41

貸借対照表

2020/07/06 14:10:09 / 20630475_いちごオフィスリート投資法人_総会その他（Ｃ）

(単位：千円)

前期（ご参考）
（2019年10月31日）

当　期
（2020年 4 月30日）

負債の部

流動負債

営業未払金 723,226  542,611

１年内返済予定の長期借入金 18,493,568  19,897,332

未払金 591,212  592,470

未払費用 11,340  11,473

未払法人税等 605  605

未払消費税等 125,572  234,541

前受金 1,533,966  1,538,155

その他 20,748  30,005

流動負債合計 21,500,240  22,847,196

固定負債

投資法人債 4,400,000  5,400,000

長期借入金 85,562,543  84,100,000

預り敷金及び保証金 1,509,112  1,535,126

信託預り敷金及び保証金 8,870,659  9,087,875

資産除去債務 10,138  10,173

その他 82,768  87,872

固定負債合計 100,435,222  100,221,046

負債合計 121,935,462  123,068,243

純資産の部

投資主資本

出資総額 67,675,274  67,675,274

剰余金

出資剰余金 20,566,420  20,566,420

任意積立金

配当積立金 2,637,122  3,002,120

一時差異等調整積立金 ※２ 9,529,544 ※２  9,424,544

任意積立金合計 12,166,666  12,426,665

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,554,415  3,575,841

剰余金合計 36,287,502  36,568,927

投資主資本合計 103,962,777  104,244,202

純資産合計 ※１ 103,962,777 ※１  104,244,202

負債純資産合計 225,898,240  227,312,445
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(単位：千円)

前期（ご参考）
（自　2019年 5 月 1 日

至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 7,216,148 ※１  7,275,310

その他賃貸事業収入 ※１ 646,496 ※１  585,110

匿名組合分配金 1,137  1,898

不動産等売却益 ※２ 440,537 ※２  398,275

営業収益合計 8,304,319  8,260,594

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 3,025,290 ※１  2,950,896

資産運用報酬 770,048  778,642

資産保管手数料 15,027  15,035

一般事務委託手数料 42,875  42,805

役員報酬 5,040  5,040

その他営業費用 82,999  87,131

営業費用合計 3,941,281  3,879,550

営業利益 4,363,038  4,381,043

営業外収益

受取利息 112  112

未払分配金戻入 1,995  2,019

受取保険金 1,552  1,634

その他 500  494

営業外収益合計 4,159  4,260

営業外費用

支払利息 543,894  527,958

融資関連費用 265,686  278,047

投資法人債発行費償却 2,689  2,852

営業外費用合計 812,270  808,857

経常利益 3,554,927  3,576,446

税引前当期純利益 3,554,927  3,576,446

法人税、住民税及び事業税 605  605

法人税等合計 605  605

当期純利益 3,554,322  3,575,841

前期繰越利益 93  ―

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,554,415  3,575,841
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前期（ご参考）（自 2019年５月１日　至 2019年10月31日）

(単位：千円)

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本
合計出資剰余金

任意積立金 当期未処分
利益又は

当期未処理
損失（△）

剰余金合計
配当積立金 一時差異等

調整積立金
任意積立金

合計

当期首残高 67,675,274 20,566,420 2,254,373 9,634,544 11,888,917 3,733,149 36,188,487 103,863,761 103,863,761

当期変動額

配当積立金の積立 382,748 382,748 △382,748 ― ― ―

一時差異等調整
積立金の取崩 △105,000 △105,000 105,000 ― ― ―

剰余金の配当 △3,455,307 △3,455,307 △3,455,307 △3,455,307

当期純利益 3,554,322 3,554,322 3,554,322 3,554,322

当期変動額合計 ― ― 382,748 △105,000 277,748 △178,733 99,015 99,015 99,015

当期末残高 67,675,274 20,566,420 2,637,122 9,529,544 12,166,666 3,554,415 36,287,502 103,962,777 103,962,777

当期（自 2019年11月１日　至 2020年４月30日）

(単位：千円)

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本
合計出資剰余金

任意積立金 当期未処分
利益又は

当期未処理
損失（△）

剰余金合計
配当積立金 一時差異等

調整積立金
任意積立金

合計

当期首残高  67,675,274  20,566,420  2,637,122  9,529,544  12,166,666  3,554,415  36,287,502  103,962,777  103,962,777

当期変動額

配当積立金の積立  364,998  364,998  △364,998 ― ― ―

一時差異等調整
積立金の取崩  △105,000  △105,000  105,000 ― ― ―

剰余金の配当  △3,294,417  △3,294,417  △3,294,417  △3,294,417

当期純利益  3,575,841  3,575,841  3,575,841  3,575,841

当期変動額合計 ― ―  364,998  △105,000  259,998  21,425  281,424  281,424  281,424

当期末残高  67,675,274  20,566,420  3,002,120  9,424,544  12,426,665  3,575,841  36,568,927  104,244,202  104,244,202
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項　　目
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法 　有価証券
その他有価証券
時価のないもの

　　移動平均法による原価法を採用しています。なお、
　匿名組合出資持分については、匿名組合に対する持分
　相当額を純額で取り込む方法を採用しています。

　有価証券
その他有価証券
時価のないもの

　　移動平均法による原価法を採用しています。なお、
　匿名組合出資持分については、匿名組合に対する持分
　相当額を純額で取り込む方法を採用しています。

２．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、有形固定資産の耐用年数は以下のとおりで
す。
建物 １～63年
構築物 ２～20年
機械及び装置 １～15年
工具、器具及び備品 １～15年

（２）長期前払費用
　定額法を採用しています。

（１）有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、有形固定資産の耐用年数は以下のとおりで
す。
建物 １～63年
構築物 ２～20年
機械及び装置 １～15年
工具、器具及び備品 １～15年

（２）長期前払費用
　定額法を採用しています。

３．繰延資産の処理方法 投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり定額法により償却してい
ます。

投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり定額法により償却してい
ます。

４．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及
び償却資産税等については、賦課決定された税額のう
ち、当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として
費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、本投資法人が負担すべき初年度の固
定資産税等相当額については、費用に計上せず当該不
動産等の取得原価に算入しています。
　当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額は5,743千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及
び償却資産税等については、賦課決定された税額のう
ち、当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として
費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、本投資法人が負担すべき初年度の固
定資産税等相当額については、費用に計上せず当該不
動産等の取得原価に算入しています。
　当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額は2,726千円です。

５．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法
　特例処理の要件を満たす金利スワップについて
は、特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　借入金金利

（３）ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理規程に基づき投資法人規
約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバティ
ブ取引を行っています。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしているた
め、有効性の評価は省略しています。

（１）ヘッジ会計の方法
　特例処理の要件を満たす金利スワップについて
は、特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　借入金金利

（３）ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理規程に基づき投資法人規
約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバティ
ブ取引を行っています。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしているた
め、有効性の評価は省略しています。
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項　　目
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

６.その他計算書類作成のための基本
となる重要な事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する処
理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に
ついては、信託財産内の全ての資産及び負債勘定並
びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につ
いて、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に
計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち、
重要性がある下記の科目については、貸借対照表に
おいて区分掲記しています。
①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託
工具、器具及び備品、信託土地、信託建設仮勘定、
信託借地権
③信託預り敷金及び保証金

（２）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。なお、資産に係る控除対象外消費税
は、個々の資産の取得原価に算入しています。

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する処
理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に
ついては、信託財産内の全ての資産及び負債勘定並
びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につ
いて、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に
計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち、
重要性がある下記の科目については、貸借対照表に
おいて区分掲記しています。
①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託
工具、器具及び備品、信託土地、信託建設仮勘定、
信託借地権
③信託預り敷金及び保証金

（２）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。なお、資産に係る控除対象外消費税
は、個々の資産の取得原価に算入しています。

（貸借対照表に関する注記）
前期（ご参考）

（2019年10月31日）
当　期

（2020年 4 月30日）
※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める

最低純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50,000千円
※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める

最低純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50,000千円

※２．一時差異等調整積立金の積立て及び取崩しの処理に関する事項
(単位：千円)

負ののれん発生益（注）
当初発生額 10,432,940
当期首残高 9,634,544
当期積立額 ―
当期取崩額 105,000
当期末残高 9,529,544
積立て、取崩しの
発生事由 分配金に充当

（注）過年度に計上した負ののれん発生益に細分された金額の残額であり、当期
は105,000千円を取り崩しました。

※２．一時差異等調整積立金の積立て及び取崩しの処理に関する事項
(単位：千円)

負ののれん発生益（注）
当初発生額 10,432,940
当期首残高 9,529,544
当期積立額 ―
当期取崩額 105,000
当期末残高 9,424,544
積立て、取崩しの
発生事由 分配金に充当

（注）過年度に計上した負ののれん発生益に細分された金額の残額であり、当期
は105,000千円を取り崩しました。
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（損益計算書に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）
※１．不動産賃貸事業損益の内訳

(単位：千円)
Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入
賃貸料収入 5,899,459
共益費収入 976,631
駐車場収入 282,784
施設使用料 57,271
計 7,216,148

その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 615,643
その他収入 30,852
計 646,496

不動産賃貸事業収益合計 7,862,644

Ｂ．不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
外注委託費 680,851
水道光熱費 606,754
信託報酬 35,577
減価償却費 842,219
修繕費 133,895
公租公課 665,543
損害保険料 18,360
その他賃貸事業費用 42,086

不動産賃貸事業費用合計 3,025,290

Ｃ．不動産賃貸事業損益（A－B） 4,837,354

※１．不動産賃貸事業損益の内訳
(単位：千円)

Ａ．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
賃貸料収入 5,955,548
共益費収入 975,822
駐車場収入 282,089
施設使用料 61,850
計 7,275,310

その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 550,753
その他収入 34,356
計 585,110

不動産賃貸事業収益合計 7,860,421

Ｂ．不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
外注委託費 710,954
水道光熱費 521,431
信託報酬 42,071
減価償却費 839,094
修繕費 109,336
公租公課 667,823
損害保険料 17,942
その他賃貸事業費用 42,242

不動産賃貸事業費用合計 2,950,896

Ｃ．不動産賃貸事業損益（A－B） 4,909,525

※２．不動産等売却損益の内訳
(単位：千円)

いちごフィエスタ渋谷
不動産等売却収入 2,400,000
不動産等売却原価 1,959,320
その他売却費用 142
不動産等売却益 440,537

※２．不動産等売却損益の内訳
(単位：千円)

ライオンズスクエア川口
不動産等売却収入 2,845,000
不動産等売却原価 2,360,814
その他売却費用 85,910
不動産等売却益 398,275
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 14,000,000口
発行済投資口の総口数 1,532,287口

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 14,000,000口
発行済投資口の総口数 1,532,287口

（税効果会計に関する注記）
前期（ご参考）

（2019年10月31日）
当　期

（2020年 4 月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

繰延税金資産
合併受入資産評価差額 5,305,446
資産除去債務 1,132
繰越欠損金 335,942
その他 51
繰延税金資産小計 5,642,572
評価性引当額 △5,642,572
繰延税金資産合計 ―
繰延税金資産の純額 ―

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

繰延税金資産
合併受入資産評価差額 5,292,421
資産除去債務 1,186
繰越欠損金 264,884
その他 55
繰延税金資産小計 5,558,548
評価性引当額 △5,558,548
繰延税金資産合計 ―
繰延税金資産の純額 ―

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 31.51%
（調整）
支払分配金の損金算入額 △19.63%
評価性引当額の増減 △11.88%
繰越欠損金の利用 ―
その他 0.02%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02%

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 31.46％
（調整）
支払分配金の損金算入額 △29.15％
評価性引当額の増減 △0.32％
繰越欠損金の利用 △1.99％
その他 0.02％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02％

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保を目指して、主として不動産等の特定資産に投資して運用を行います。資金調達については、
主に投資口等の発行、借入れ又は投資法人債の発行を行う方針です。デリバティブ取引は将来の金利の変動等によるリスク回避を目的としてお
り、投機的な取引は行わない方針であります。また、余資の運用については、安全性と換金性を考慮し、金融環境及び資金繰りを十分に勘案した
上で、過剰なリスクを負わないよう慎重に行うものとしています。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産及び不動産信託受益権の購入又は借入金の返済等に係る資金調達であり、返済・償還期日にお
いて流動性リスクに晒されています。本投資法人では、LTVを適正と考えられる範囲でコントロールし、資金調達の多様化、返済期限や借入先の分
散化によって流動性リスクの軽減を図るとともに、資産運用会社が資金繰り計画を策定する等の方法によって当該リスクを管理しています。借入
金のうち変動金利によるものは、金利の変動リスクに晒されていますが、LTV等を適正に管理することで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与
える影響を限定しています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定にお
いては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておらず（（注２）参照）、重要性の乏しいものについては、記載を
省略しています。

(単位：千円)
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（１）現金及び預金 10,069,180 10,069,180 ―
（２）信託現金及び信託預金 13,823,470 13,823,470 ―

資産合計 23,892,650 23,892,650 ―
（３）１年内返済予定の長期借入金 18,493,568 18,524,160 30,592
（４）投資法人債 4,400,000 4,427,124 27,124
（５）長期借入金 85,562,543 86,626,665 1,064,122

負債合計 108,456,111 109,577,951 1,121,840
（６）デリバティブ取引 ― ― ―
（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金（２）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

（３）１年内返済予定の長期借入金（５）長期借入金
　固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっています。変動金利による長期借入金については、金利が一定期間毎に更改される条件で借入れを行っているため、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。なお、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象としているものは（下
記（６）②参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられ
る利率で割り引いて算定する方法によっています。

（４）投資法人債
　時価については、日本証券業協会が公表している参考値の料率で割り引いて算出する方法によっています。

（６）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当事項はありません。
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②ヘッジ会計が適用されているもの
　当期末における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契約金額等
時 価 当該時価の

算定方法うち１年超

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 98,601,111 81,062,543 （注） ―

（注）金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は、当該１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価に含めて記載しています（上記（注１）（３）（５）参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区　　分 貸借対照表計上額
（１）投資有価証券 50,654
（２）預り敷金及び保証金 1,509,112
（３）信託預り敷金及び保証金 8,870,659

（１）投資有価証券は、市場価格がなく、かつ、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の
対象とはしていません。

（２）（３）賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金については、市場価格がなく、か
つ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もるこ
とが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 10,069,180 ― ― ― ― ―
信託現金及び信託預金 13,823,470 ― ― ― ― ―

合　　計 23,892,650 ― ― ― ― ―

（注４）投資法人債及び長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 18,493,568 ― ― ― ― ―
投資法人債 ― ― ― ― ― 4,400,000
長期借入金 ― 19,941,293 19,292,000 14,223,250 2,900,000 29,206,000

合　　計 18,493,568 19,941,293 19,292,000 14,223,250 2,900,000 33,606,000

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保を目指して、主として不動産等の特定資産に投資して運用を行います。資金調達については、
主に投資口等の発行、借入れ又は投資法人債の発行を行う方針です。デリバティブ取引は将来の金利の変動等によるリスク回避を目的としてお
り、投機的な取引は行わない方針であります。また、余資の運用については、安全性と換金性を考慮し、金融環境及び資金繰りを十分に勘案した
上で、過剰なリスクを負わないよう慎重に行うものとしています。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産及び不動産信託受益権の購入又は借入金の返済等に係る資金調達であり、返済・償還期日にお
いて流動性リスクに晒されています。本投資法人では、LTVを適正と考えられる範囲でコントロールし、資金調達の多様化、返済期限や借入先の分
散化によって流動性リスクの軽減を図るとともに、資産運用会社が資金繰り計画を策定する等の方法によって当該リスクを管理しています。借入
金のうち変動金利によるものは、金利の変動リスクに晒されていますが、LTV等を適正に管理することで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与
える影響を限定しています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定にお
いては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年４月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておらず（（注２）参照）、重要性の乏しいものについては、記載を
省略しています。

(単位：千円)
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（１）現金及び預金 11,956,974 11,956,974 ―
（２）信託現金及び信託預金 14,364,161 14,364,161 ―

資産合計 26,321,136 26,321,136 ―
（３）１年内返済予定の長期借入金 19,897,332 19,933,001 35,669
（４）投資法人債 5,400,000 5,372,821 △27,178
（５）長期借入金 84,100,000 85,020,977 920,977

負債合計 109,397,332 110,326,799 929,467
（６）デリバティブ取引 ― ― ―
（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金（２）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

（３）１年内返済予定の長期借入金（５）長期借入金
　固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっています。変動金利による長期借入金については、金利が一定期間毎に更改される条件で借入れを行っているため、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。なお、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象としているものは（下
記（６）②参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられ
る利率で割り引いて算定する方法によっています。

（４）投資法人債
　時価については、日本証券業協会が公表している参考値の料率で割り引いて算出する方法によっています。

（６）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当事項はありません。
②ヘッジ会計が適用されているもの
　当期末における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契約金額等
時 価 当該時価の

算定方法うち１年超

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 98,542,332 78,645,000 （注） ―

（注）金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は、当該１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価に含めて記載しています（上記（注１）（３）（５）参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区　　分 貸借対照表計上額
（１）投資有価証券 50,654
（２）預り敷金及び保証金 1,535,126
（３）信託預り敷金及び保証金 9,087,875

（１）投資有価証券は、市場価格がなく、かつ、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の
対象とはしていません。

（２）（３）賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金については、市場価格がなく、か
つ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もるこ
とが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 11,956,974 ― ― ― ― ―
信託現金及び信託預金 14,364,161 ― ― ― ― ―

合　　計 26,321,136 ― ― ― ― ―
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（注４）投資法人債及び長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 19,897,332 ― ― ― ― ―
投資法人債 ― ― ― ― 1,000,000 4,400,000
長期借入金 ― 19,317,000 19,266,000 7,500,000 6,346,000 31,671,000

合　　計 19,897,332 19,317,000 19,266,000 7,500,000 7,346,000 36,071,000

（資産除去債務に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しています。 　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しています。

（賃貸等不動産に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

　本投資法人は、主として都心６区、その他首都圏、４大都市及びその他主
要都市において、安定的な賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用の不動
産等を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額
及び時価は以下のとおりです。

(単位：千円)

用途
貸借対照表計上額 当期末の

時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
事務所 189,641,269 1,936,865 191,578,135 230,101,000
その他 10,830,773 △1,995,217 8,835,555 10,030,000

合計 200,472,043 △58,352 200,413,691 240,131,000
 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 
（注２）当期増減額のうち、主な増加理由は不動産信託受益権１物件（2,264,408

千円）の取得によるものであり、主な減少理由は不動産１物件
（1,959,320千円）の売却及び減価償却費によるものです。

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記
載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する2019年10月期における損益については、
「損益計算書に関する注記」に記載しています。

　本投資法人は、主として都心６区、その他首都圏、４大都市及びその他主
要都市において、安定的な賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用の不動
産等を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額
及び時価は以下のとおりです。

(単位：千円)

用途
貸借対照表計上額 当期末の

時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
事務所 191,578,135 1,278,089 192,856,225 233,667,000
その他 8,835,555 △2,394,740 6,440,815 7,500,000

合計 200,413,691 △1,116,650 199,297,040 241,167,000
 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 
（注２）当期増減額のうち、主な増加理由は不動産信託受益権１物件（1,555,078

千円）の取得によるものであり、主な減少理由は不動産信託受益権１物
件（2,360,814千円）の売却及び減価償却費によるものです。

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記
載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する2020年４月期における損益については、「損
益計算書に関する注記」に記載しています。
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（資産の運用の制限に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

属性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有口数割合 取引の内容

取引金額
（千円）
（注１）

科 目
期末残高
（千円）
（注１）

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 ―

一般事務委託手数料 42,628 未払金 37,972

信託報酬 12,244 営業未払金 3,805

長期借入金の借入れ － 長期借入金 1,638,064

長期借入金の返済 289 １年内返済予定
の長期借入金 578

支払利息 6,408 未払費用 35

融資関連費用 3,478
前払費用 6,915

長期前払費用 32,317

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。
（注２）市場価格等を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しています。

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

属性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有口数割合 取引の内容

取引金額
（千円）
（注１）

科 目
期末残高
（千円）
（注１）

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 ―

一般事務委託手数料 42,553 未払金 38,582

信託報酬 12,274 営業未払金 3,813

長期借入金の借入れ － 長期借入金 1,352,000

長期借入金の返済 289 １年内返済予定
の長期借入金 286,353

支払利息 6,370 未払費用 35

融資関連費用 3,439
前払費用 6,803

長期前払費用 28,989

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。
（注２）市場価格等を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しています。
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（１口当たり情報に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

１口当たり純資産額 67,848円
１口当たり当期純利益 2,319円

　１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除するこ
とにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口が
ないため記載していません。

１口当たり純資産額 68,031円
１口当たり当期純利益 2,333円

　１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除するこ
とにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口が
ないため記載していません。

（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前期（ご参考）
（自　2019年 5 月 1 日

至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）
当期純利益 3,554,322千円 3,575,841千円
普通投資主に帰属しない金額 ―千円 ―千円
普通投資口に係る当期純利益 3,554,322千円 3,575,841千円
期中平均投資口数 1,532,287口 1,532,287口
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（重要な後発事象に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）
該当事項はありません。 該当事項はありません。
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前期（ご参考）
（自　2019年 5 月 1 日

至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

Ⅰ　当期未処分利益 3,554,415,880円 3,575,841,811円

Ⅱ　任意積立金取崩額

一時差異等調整積立金取崩額 105,000,000円 105,000,000円

Ⅲ　分配金の額 3,294,417,050円 3,314,336,781円

（投資口１口当たり分配金の額） （2,150円） （2,163円）

Ⅳ　任意積立金

配当積立金繰入額 364,998,830円 366,505,030円

Ⅴ　次期繰越利益 ―円 ―円

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第37条に定める分配方針に
基づき、租税特別措置法第67条の15第１項に規
定される「配当可能利益の額」の100分の90に相
当する金額を超えるものとし、当期未処分利益
3,554,415,880円に、一時差異等調整積立金取崩
額として105,000,000円を加算した金額
3,659,415,880円に対して、不動産等売却益の
内、導管性要件を満たす範囲内で364,998,830円
を配当積立金として積立てた上でその全額
3,294,417,050円を利益分配金として分配する
こととしました。この結果、投資口１口当たり分
配金を2,150円としました。

　本投資法人の規約第37条に定める分配方針に
基づき、租税特別措置法第67条の15第１項に規
定される「配当可能利益の額」の100分の90に相
当する金額を超えるものとし、当期未処分利益
3,575,841,811円に、一時差異等調整積立金取崩
額として105,000,000円を加算した金額
3,680,841,811円に対して、不動産等売却益の
内、導管性要件を満たす範囲内で366,505,030円
を配当積立金として積立てた上でその全額
3,314,336,781円を利益分配金として分配する
こととしました。この結果、投資口１口当たり分
配金を2,163円としました。

（金銭の分配に係る計算書に関する注記）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

　｢投資法人の計算に関する規則」（平成27年内閣府令第27号）附則第３項
の経過措置を適用し、第22期の金銭の分配に係る計算書において、過年度に
計上した負ののれん発生益に細分された金額の残高である10,432,940千円
を一時差異等調整積立金へ積立てて第23期以降毎期200,000千円以上取り
崩す予定でしたが、第24期以降、毎期105,000千円以上を取り崩す方針に
変更しました。当期は105,000千円の取り崩しを行います。

　｢投資法人の計算に関する規則」（平成27年内閣府令第27号）附則第３項
の経過措置を適用し、第22期の金銭の分配に係る計算書において、過年度に
計上した負ののれん発生益に細分された金額の残高である10,432,940千円
を一時差異等調整積立金へ積立てて第23期以降毎期200,000千円以上取り
崩す予定でしたが、第24期以降、毎期105,000千円以上を取り崩す方針に
変更しました。当期は105,000千円の取り崩しを行います。
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(単位：千円)

前期（ご参考）
（自　2019年 5 月 1 日

至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 3,554,927  3,576,446

減価償却費 842,219  839,094

受取利息 △112  △112

支払利息 543,894  527,958

営業未収入金の増減額（△は増加） △5,043  728

前払費用の増減額（△は増加） 12,586  △7,648

長期前払費用の増減額（△は増加） 5,377  △77,363

未払消費税等の増減額（△は減少） △97,730  108,969

営業未払金の増減額（△は減少） 6,904  △58,444

未払金の増減額（△は減少） △22,586  1,258

前受金の増減額（△は減少） 57,555  4,189

有形固定資産の売却による減少額 1,959,320  ―

信託有形固定資産の売却による減少額 ―  2,360,814

その他 △15,281  6,280

小計 6,842,032  7,282,170

利息の受取額 112  112

利息の支払額 △551,388  △527,824

法人税等の支払額 △605  △605

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,290,151  6,753,853

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △40,003  △54,631

信託有形固定資産の取得による支出 △2,633,667  △2,150,628

預り敷金及び保証金の受入による収入 45,234  54,403

預り敷金及び保証金の返還による支出 △141,184  △28,389

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 396,328  622,304

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △121,056  △405,089

投資有価証券の取得による支出 △50,654  ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,545,003  △1,962,030

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 6,060,000  8,811,000

長期借入金の返済による支出 △7,328,436  △8,869,779

投資法人債の発行による収入 1,187,698  988,964

分配金の支払額 △3,454,459  △3,293,987

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,535,196  △2,363,802

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 209,951  2,428,020

現金及び現金同等物の期首残高 23,605,527  23,815,479

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 23,815,479 ※１  26,243,499
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕（参考情報）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随
時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随
時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなっています。

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕（参考情報）
前期（ご参考）

（自　2019年 5 月 1 日
至　2019年10月31日）

当　期
（自　2019年11月 1 日

至　2020年 4 月30日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

(単位：千円)
現金及び預金 10,069,180
信託現金及び信託預金 13,823,470
別段預金 △77,171
現金及び現金同等物 23,815,479

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

(単位：千円)
現金及び預金 11,956,974
信託現金及び信託預金 14,364,161
別段預金 △77,636
現金及び現金同等物 26,243,499
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（注） 東証REIT指数は、2019年11月1日（期初はじめの営業日）の東証REIT指数を同日の本投資法人の投資口価格として指数化

所有者別
投資主数

名 口
合
計

合
計13,368

12,906名

1,532,287

所有者別
投資口数

個人・その他

118,087口
個人・その他

644,429口
金融機関

12,262口
その他の国内法人

757,509口
外国法人・個人外国法人・個人

59名
金融機関

226名

177名
その他の国内法人

主要な投資主

投資主の状況

投資口価格の推移

（2020年4月30日現在）

（2020年4月30日現在） 投資主メモ

IRカレンダー

IRニュース配信サービスのお知らせ

投資主総会 2年に1回以上開催

分配金支払確定基準日 毎年4月30日、10月31日（分配金は支払確定基準日より3か月以内にお支払いします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード8975）

公告方法 電子公告により、本投資法人ホームページ（www.ichigo-office.co.jp）に掲載いたします。

投資主名簿等管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社
[郵送/電話照会先] ‌�〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号 

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社
[郵送/電話照会先] ‌�〒168-0063 　東京都杉並区和泉二丁目8番4号 

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱UＦＪ信託銀行株式会社
[郵送/電話照会先] ‌�〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号 

三菱UＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

2020年4月期
決算期末 ……………
決算発表 ……………
分配金支払開始 ……

2020年4月30日
2020年6月15日
2020年7月22日　

2020年10月期
決算期末 ……………
決算発表 ……………
分配金支払開始 ……

2020年10月31日
2020年12月14日
2021年  1月下旬

いちごオフィスリート投資法人では、ホームページを通じて、
最新のお知らせ、決算情報、投資物件の情報等さまざまな
有用な情報を公開しています。

IRニュース配信サービスを行っ
ております。最新のお知らせを
タイムリーにお届けいたします。
是非ご活用ください。

その他、各種個人投資家向けIRセミナー、フェア等に随時参加しています。
詳細はホームページで告知しますので、是非ご参加ください。

[マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先]
□ 証券口座にて投資口を管理されている投資主様

お取引の証券会社までお問い合わせください。
□ ‌�証券会社とお取引のない投資主様 

以下フリーダイヤルまでお問い合わせください。 
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　0120-782-031 
旧いちご不動産投資法人の投資主の方はこちら 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部　0120-232-711

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届けいただく必要がございます。
法令に定められたとおり、分配金等の支払調書には、投資主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

（旧いちご不動産投資法人の投資主の方はこちら）

氏名又は名称 所有投資口数（口） 比  率

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 344,190 22.5%
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 195,158 12.7%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 174,596 11.4%
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 82,402 5.4%
NOMURA BANK (LUXEMBOURG) S.A. 67,108 4.4%
野村信託銀行株式会社（投信口） 57,961 3.8%
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 41,417 2.7%
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 22,687 1.5%
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG / JASDEC / SECURITIES - AIFM 21,958 1.4%
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 21,509 1.4%

合計 1,028,986 67.2%

0120-288-324（フリーダイヤル）
（ご利用時間 9：00～17：00　土・日・休日を除く）

0120-782-031（フリーダイヤル） 
www.smtb.jp/personal/agency

（ご利用時間 9：00～17：00　土・日・休日を除く）

0120-232-711（フリーダイヤル）
（ご利用時間 9：00～17：00　土・日・休日を除く）

投 資 主 イ ン フォメ ー ション投 資 口 ・ 投 資 主 情 報

www.ichigo-office.co.jp

本書の製作にあたって、次の配慮をしています。

見やすいユニバーサル
デザインフォントを
採用しています。

61 62




